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1 経過 
島根県立大学短期大学部が平成19年度から
21年度まで実施した文部科学省委託「社会人
の学び直しニーズ対応教育推進プログラム」事
業は、再チャレンジ事業として本来資格・免許を
生かして復帰する離職者向けに企画されたリカレ
ント教育事業であったが、再教育講座の実際の
第Ⅰ期第Ⅱ期合計受講申込者1,756人のうち、
現職（正規）957人（54.4%）、現職（臨時）304人
（17.3%）、離退職者468人（26.6%）であり、現
職専門職者が全体の71.7%を占めていた。さら
に受講後の講座評価アンケ トーで「新しい知識
を得ることができた」「自分の免許・資格に関わる
専門性を高めることができた」「自分の免許・資格
に関わる仕事上必要なことを学んだ」で、圧倒的
多数が「当てはまる」「とても当てはまる」と回答し
ており、平成21年度までに実施された文科省委
託事業講座のほとんどが、専門職者にとって、こ
れまで現場で研修されていない知識・技能であっ
たことがわかった。
この文科省委託事業の再教育プログラム開発
研究では、「子育て支援」のための「産後うつケ
ア・虐待予防」「食育実践指導」「早期発達支
援」の各コー スの複合的なカリキュラムを修得する
に当たって、専門性にかかわる受講前の経験要
因が履修結果の自己評価に影響を残すことが示
されていた。「産後うつケア・虐待予防」「食育実
践指導」では、事前に関係する研修をどのくらい
受講したか、という専門研修による知識・技能の
積み重ねが受講後の自己評価点に影響していた。
「早期発達支援」では、障害児保育の経験がど
の程度あるかが、受講後の自己評価に影響して
いた。障害児保育経験のない保育士は受講後も
他の医療・教育専門職ほど講座理解の自己評価
が伸びないなど、養成課程の実習等の教育内容
にも問題がみられた（山下ほか 2009 ; 山下ほか 
2010）。
このような問題点を踏まえて、「社会人の学び直
しニ ズー対応教育推進プログラム」事業の総括と
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して最終事業で実施した専門職ワークショップの
実施体制を引き継ぎ、平成22年度北東アジア地
域学術交流研究助成金地域貢献プロジェクト事
業「しまね子育て支援専門職ネットワーク構築に
向けた領域横断的カンファレンス・プロジェクト」
により、専門職者の現場研修実態を把握した上
で、新たな専門職ネットワークと現場研修体制の
構築に向けて検証を進めた。「子育て支援」現場
に不足する新しい知識と技術の研修、現任者の
資質向上ニ ズーに焦点を合わせ、高等教育機関
として、保健・栄養領域（助産師・保健師・看護
師・栄養士・管理栄養士）、保育・教育領域（保
育士・幼稚園教諭・通園通級指導者・特別支
援学校教諭）の専門性維持向上にいかに貢献す
べきか、島根県内の「子育て支援」関係者の研
修体制の検証が課題であった。
このプロジェクトの平成22年12月5日カンファレ
ンスでは、今後の専門職ネットワークに必要な研
修機能を、シンポジウム討議、分科会討議、参加
者調査の三部門で検討した。参加者は、島根県
内専門職者99名であった。99名中45名が現場
研修に関する参加者調査に回答して、「支援現場
での研修はいかにあるべきか」というカンファレンス・
テーマに呼応した。分析対象は、看護系4名、栄
養系3名、保育系31名の、計38名であり、主に保
育専門職が回答したが、職歴3年未満新任レベ
ルでの研修と、職歴10年以上中堅レベルの質的
相違が検出された（山下ほか 2011）。
この調査では、専門職キャリア段階を5段階に
分けて質問している。第1段階は、「上司の助言・
指示を受けて、職務が実施できる」新任スタッフで
ある。第2段階は、「自主的に判断・実行すること
が求められ、自立して職務が実施できる」スタッフ
である。第3段階は、「特定領域の担任・リー ダー
を割り当てられた担当責任者。困難事項の対応
ができる」リー ダ ・ーシニアスタッフ・専任職であ
る。第4段階は、「現場管理者・現場責任者・現
場職員の代表」師長・主任・教頭などである。第
5段階は、「管理者・責任者・組織全体の代表」
院長・所長・園長・校長などである。
この調査の回答者は、本来どのキャリア段階で
研修強化が必要かについて、「第3段階シニアス
タッフ」次いで「第1段階新任」・「第2段階スタッ
フ」の段階と回答しており、シニアスタッフまでの若
手での研修強化が必要と考えられていた。また、
回答から本来あるべき「子育て支援」研修回数・
内容についてキャリア段階別にまとめると以下のと
おりとなった。
第1段階（新任スタッフ）では、コミュニケー ション、
ロ ループレイ、保育の技術など、保育者が他の保
育者の行動を取り入れるため、実際に活動して学
ぶ研修が必要、と指摘されていた。これらの実習
やインターンに匹敵する活動を、年間4回程度実
施するというのが、回答者の考える「本来あるべき
第1段階研修」であった。
第2段階（スタッフ）では、教材研究、事例検討
会、ケ スー検討など、困難事例を中心に園内研修
で定期的に実施されるべき内容があげられていた。
これらは子育て支援現場の必須の職務であると
思われるが、この事例検討や研究について指導
を受ける研修を、年間3回程度実施するというのが、
回答者の考える「本来あるべき第2段階研修」で
あった。
第3段階（シニアスタッフ）では、専門性をさらに
アップさせるための、相談支援知識・技術に関す
る研修があげられていた。保護者相談支援につ
いての研修は、この第3段階のみであげられており、
「特別支援教育」「発達スクリー ニング」「障害児
保育」等は、この第3段階のスキルアップのために
必要と指摘されていた。第1段階や第2段階のス
タッフのリー ダー として指導するためにも、これらの
研修を年間2回半程度実施するというのが、回答
者の考える「本来あるべき第3段階研修」であっ
た。
この参加者調査から、「子育て支援」専門職
者が、相談・支援の専門性を現場で伸ばそうとし
ている様子が伺えたが、カンファレンスのシンポジ
ウム討議でも、子育て支援者の研修について協
議が行われ、以下の要点が示された。
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①「相談支援」の専門性研修は、現場中心に行
われるということ。実際の相談支援者は、困難事
例に出会い、相談支援を実施するが、実際のクラ
イアントと面接した相談支援の実習は、養成段階
では実施していない。養成段階でできる実習には
限界がある。キャリアとして、いかに現場で日々 、定
期的に事例検討を実施しているか、重ねているか
ということが大切になる。特に保護者支援、家族
ケア、面接のスキルは日々 の現場で実践研修する
必要がある。
②さらに、一人が1ケ スーに当たることで学んだこ
とが、同じ職場の職種の人たちに共有されること
で、スキルは広まり、深められていく。同じ職場の
仲間うちで定期的な検討会をいかに実施するか、
現場研修がその職場でどの程度実施できるのかが、
その職場のみならず地域の専門職の資質向上の
ために重要になる。
③その上、現場ではキャリア段階に応じた研修を
受ける必要がある。現在の研修実態についてカン
ファレンス参加者調査からみると、すべてのキャリ
ア段階で年間2回程度の研修が実施され、ほとん
どの内容が外部へ出張して受講する出張研修で
あった。現場研修を充実させ、その中でキャリア
成長し続けるために、カンファレンス・シンポジウム
では、新任者に個別に指導者がつく「プリセプター
制度」と、困難事例について同種の専門職や他
の専門職から意見を聞きながらケ スー検討を進め
る「スー パーバイザー制度」が紹介された。キャリ
ア段階の第1段階から第3段階までの成長を継続
的に促進するには、今後は、現場に「プリセプター
制度」と「スー パ バーイザー制度」を導入する努力
を、職場と地域行政が力を合わせて進めていく必
要があると考えられた。
この平成22年度カンファレンス・プロジェクトでは、
「支援現場のキャリア成長」について「専門職は
ケ スーから学ぶ」という課題にたどりついた。困難
事例に出会って、ケースから学び始めたときから
専門職の道が始まる。その中で、大学・センター
等の専門職が、スー パ バーイザ とーして果たすべき
役割が課題として示されていた。
2 目的 
このような現場研修の課題解決に向けて、特に
島根県における「障害児」保育の支援にあたる専
門職研修に焦点を当て、現場ではどのような知識
と技術が必要とされているのか、実態調査を実施
することとした。島根県のこの領域での地域課題
を明らかにし、しまね地域共生センター の研修プ
ログラム開発に結びつけることが目的である。
平成26年3月7日しまね地域共生センター研究
準備協議会で発表された島根県川本町の保護
図1　専門職の現場研修とキャリア成長
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者調査では、親族以外の早期発達相談支援者
として「保育士」、次いで「保健師」が選択されて
いた（笠井ほか 2014）。島根県の離島や中山間
地域では、県庁所在地である松江市や県立中央
病院、島根大学附属病院をもつ出雲市とは、専
門職の人的環境、特に専門職ネットワークのあり
方が異なっていると考えられる。現在の島根県の
専門機関の配置、人的環境の差異から、県内で
すべての子どもが必要とする発達支援ニ ズーに応
えていくには、どのような研修プログラムが必要にな
るのか、今回の調査研究からその内容を明らかに
していきたい。
3 方法 
島根県内の19市町村（8市・10町・1村）健康
福祉行政部局と教育委員会に対して、0歳から就
学前までの健診体制と発達相談・教育相談体制
に関する質問紙調査を実施した。調査期日は平
成26年5月10日から6月18日までであった。回答者
記名回答とした。
健康福祉行政部局あて質問は以下の8領域で
あった。
Q1）平成25年度管内の乳幼児健診について
Q2）同二次健診について
Q3）同乳幼児の健診結果について
Q4）二次健診スタッフ体制について
Q5）二次健診の発達アセスメント法について
Q6）健診後の発達子育て相談支援体制に
　　ついて
Q7）巡回訪問型の相談支援体制について
Q8）保育所・幼稚園等における子どもの「個別
　　教育支援計画」立案について
教育委員会あての質問は以下の8領域であっ
た。
Q1-Q3）	 	誰でも受けられる就学前の早期相
談体制について
Q4-Q10）	 	気がかりのある子どもの早期発見・
早期相談体制について
Q11-Q16）	専門機関の連携体制について
Q17）	 	「相談支援ファイル」について
Q18）	 	保育所・幼稚園等における子どもの
「個別教育支援計画」について
Q19-Q26）		保育所・幼稚園における特別支援
コー ディネー ター 配置について
Q27）	 	保育所・幼稚園等における子どもの
「個別教育支援計画」立案につ
いて
全19市町村のうち、健康福祉行政部局からの
回答は以下の16市町であった（回収率84.2%）
島根県東部
・海士町・西ノ島町・安来市・松江市
・出雲市・雲南町・奥出雲町・飯南町
島根県西部
・大田市・江津市・川本町・邑南町
・浜田市・益田市・津和野町・吉賀町
教育委員会からの回答は16市町のうち雲
南市・浜田市を除く14市町であった（ 回収率
73.7%）。
これらの市町2部局の回答から、「障害児」保
育支援体制の人的環境の特徴を分析し、島根
県の地域専門職の広域にわたる研修課題を検
討した。
4 結果および考察 
1）発達診断の現状と診断後の相談支援体制
健康福祉行政部局宛アンケ トーの Q1・Q2・
Q3の回答によると、平成25年度中の16市町1歳
半健診受診児は5,490人、16市町3歳児健診受
診児は5,512人であった。5歳児健診を実施して
いるのは、松江市・海士町・西ノ島町であり計
1,829人（うち松江市1,795人）、4歳児健診を実
施しているのは川本町・邑南町であり計104人で
あった。4歳5歳健診の5市町合計は1,933人、16
市町3歳健診の35.1%であった。これらの一次健
診後の二次健診受診者は、満4歳代までで16市
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町合計304人であり、3歳児健診対象者の5.5%
であった。満5・6歳代の合計二次健診対象者は
342人で、このうち4・5歳児健診を実施している上
記5市町の二次健診は284人、一次健診対象者
の14.6%であった（図2）。受診者の年齢からして、
満4歳代までの二次健診では、脳性まひ・視聴覚
障害等の身体疾患、および精神遅滞・自閉症等
の精神疾患が対象であったと思われる。また満5・
6歳児の二次健診は、自閉症スペクトラム・学習
障害のリスクを持つコミュニケーション障害・注意
欠陥多動性障害等の発達障害と呼ばれる精神
疾患が主な対象と思われる。3歳児健診で発達
障害のハイリスク群を確定することは困難であり、
新たに4歳児健診、5歳児健診で発達診断を行っ
ていると思われる。
表1は、16市町の二次健診を実施する医療機
関を示している。島根県東部では、鳥取大学医
学部・島根大学医学部のほか、東部島根医療福
祉センタ ・ー専門開業医クリニックなどの複数の
医療機関が発達診断に関わっているが、島根県
西部は西部島根医療福祉センターのみにより診
断が行われており、専門医療体制が弱いことがわ
かる。この二次健診において「要精検」「要医療」
「要経過観察」の診断結果の比率をみると、16
市町の満4歳代までの二次健診受診者304人に
おける「要精検」は8人（2.6%）、「要医療」は49
人（16.1%）、「要経過観察」は187人（61.5%）で
あった。5市町の5・6歳代の二次健診受診者284
人における「要精検」は4人（1.4%）、「要医療」
は3人（1.1%）、「要経過観察」は274人（96.5%）
であった。発達障害の診断がつきにくいため、5・
6歳代の二次健診でほとんどが「要経過観察」に
なっていることがわかる（図3）。
表1に示すとおり島根県では発達診断を実施す
る医療専門機関が偏在しており、医療機関から
市町に医師が派遣される形で診断体制を整えて
いる。「要経過観察」と診断された子どもの発達相
談支援はどのような体制で実施されているのだろ
うか。
表2は、健康福祉行政部局宛アンケ トーのQ4・
Q6・Q7の回答から、島根県内16市町の健診後
の相談支援体制を「センター 型」相談支援と「巡
回訪問型」相談支援に分類して、示したものである。
「センター 型」は、「保健センター 」「子育て支援セ
図2　島根県内の発達診断における二次健診率
図3　二次健診後の「要経過観察」比率
表2　16市町における健診後の相談支援体制
島根県西部
8市町
島根県東部
8市町
「保健センター 」「子育て支援
センター」「通級指導教室」
等の機関によるセンター 型相
談支援
5 8
子どもが生活する保育所・幼
稚園への巡回訪問型相談
支援
7 8
数値は市町数
表1　16市町における二次健診担当医療機関
島根県西部
8市町
島根県東部
8市町
鳥取大学医学部 2
島根大学医学部 2
東部島根医療福祉センター 2
松江赤十字病院 1
いしいクリニック 3
西部島根医療福祉センター 8
計 8 10
数値は市町数
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ンター」「通級指導教室」等の機関が毎月1~2回
あるいは年に2〜4回程度の相談日を設けて、健
診後の発達および子育て相談に応じている体制
であり、16市町中の13市町が実施していると回答
した。そのスタッフは、表3に示す通り保健師・保
育士・相談支援員・心理専門職を中心に配置さ
れている。「巡回訪問型」は、子どもが生活する保
育所・幼稚園への巡回訪問型相談支援の実施
体制であり、16市町中の15市町が実施していた。
このうち3市町は家庭訪問も実施していた。園の
訪問回数は、「必要に応じて」と回答した市町が
15市町中6市町あり、園側のニ ズーに合わせて相
談支援に応じている市町が多い。このスタッフは、
表3に示すとおり、保健師・保育士のほかに、教育
委員会や養護学校等の特別支援教育担当教員
が多い。センター型相談支援は保護者のニーズ
に対応した保健師中心体制であり、一方の巡回
訪問型は園のニー ズに対応した就学前の教育相
談体制の要素が強いと考えられる。
これらの二次健診後の相談支援体制と個別の
教育支援計画の連携について質問した健康福祉
行政部局宛アンケ トーQ8の回答によると、図4に
示すとおり、4市町無回答で12市町が回答し、7市
町（58.3%）が「連携なし」と回答している。一方、
教育委員会宛アンケ トーのQ19の回答から14市
町の保育所・幼稚園における特別支援担当コー
ディネー ター の配置を見ると、図5に示すとおり、9市
町（64.3%）が「配置あり」と回答している。「配置
あり」と回答した9市町のうち健康福祉行政部局ア
ンケ トーで連携を示したのは2市町のみであった。
二次健診後の「要経過観察」児が満5・6歳では
96.5%に上っているが、これらの二次健診後の経
過観察に、特別な教育支援計画が連携していな
いという、発達相談支援体制の保健領域と教育
領域の分断が伺える。
本研究では、この分断を島根県の障害児発達
支援における人的環境の課題としてとらえ、次に専
門職研修プログラムの開発にむけた検討を行った。
乳幼児期からの継続的で一貫性のある特別支教
育援体制の整備に向けて連携を推進するには、ど
のような研修プログラムが必要となるであろうか。
2）特別支援教育コー ディネー ター の研修ニー ズ
島根県の子どもが集団生活する施設は、幼稚
園、保育所、幼保園、認定こども園、企業内保育
所など、異なる形態の施設があり、それぞれに公立
と私立があるなど、多様な教育・保育形態がある。
その中でも近年は幼稚園の在籍数は年々減少傾
表3　16市町における相談支援スタッフ配置状況
センター 型
相談支援
訪問型
相談支援
保健師 10 7
保育士 5 7
相談支援員（ケ スーワーカー ） 5 4
小児神経専門医 2 1
言語聴覚士 1 1
幼稚園教諭 1 0
心理専門職 5 2
特別支援教育担当教員 4 9
数値は市町数
網掛けは5市町以上を示す 図4　保育所・幼稚園の巡回型相談支援後に個別の教育支
援計画立案までスタッフが連携しているか（12市町回答）
図5　保育所・幼稚園に特別支援担当コーディネーターを配
置しているか（14市町回答）
18 障害児発達支援における人的環境の課題　山下由紀恵、山尾淳子
向にあり、反面保育所入所への希望者の増加が
見られる。そのような中、文部科学省は、各都道
府県・市町村の「早期からの教育相談・支援体
制の構築事業」を打ち出した。事業の中で、「市
町村教育委員会は、教育、保育、福祉、保健、医
療等の関係部局・機関等や、地域と連携し、情報
を共有するなどして必要な支援を行うことが必要
であることを前提として、本人・保護者への情報
提供や学校への指導・助言等の支援を適切に行
うために、子どもの教育や就学について専門的な
知識を持ち、関係部局・機関等や地域との連絡・
調整、情報収集等を行う職員（早期支援コー ディ
ネータ 〈ー仮称〉）を配置するなどの体制を整備・
運用すること」と示している（文部科学省平成25
年度インクルーシブ教育システム構築事業）。上
述のとおり、島根県内では、教育委員会宛アンケー
ト（14市町回答）から9市町（64.3%）に特別支援
教育コー ディネー ター が配置されていることがわかっ
た。施設・園数では保育所215所、幼稚園74園
であった。今後、現在配置されていない保育所・
幼稚園にも特別支援教育コー ディネ ターー の配置
が予測される。これらの特別支援教育コー ディネー
ター となる保育士・幼稚園教諭と、上述の保健領
域のスタッフの連携を可能にする研修プログラムが、
現段階のプログラムとして何より重要であると思わ
れる。
特別支援教育コー ディネーター に求められる役
割として重要なことは「つなぐ」役割である。その
役割を果たせる専門職員は「子育て支援」専門
職の保育の基本に関わる研修を受けるべきと考え
られる3段階層（第1段階―新任スタッフ、第2段
階―スタッフ、第3段階―リー ダー ・シニアスタッフ・
専門職）のうちの第3段階層であると言える。この
キャリア段階の保育士・幼稚園教諭向けの研修が、
「要経過観察」等の困難事例を抱える保育現場
で求められていると思われる。
14市町教育委員会の 回答によると、8市町
（57.1%）で教育委員会主催のコーディネーター
に向けた研修が行われており、内容は、行政手続
き・支援体制の説明・子どもの特性理解・情報交
換等であった。しかし、保育所・幼稚園職員に必
要である研修内容は、さらに具体的な内容が挙げ
られていた。その回答内容から特別支援教育コー
ディネ ターー に必要な研修をまとめると、以下のよう
に4つの研修テーマにまとめることができた。
 【1．障害等の特性の理解と具体的な支援】
・発達に関する正しい知識（発達検査内容の
　把握）
・早期からの教育相談・支援のしくみ
・病児・障害児の育児支援体制
・早期の障害の特性を理解し、適切な支援方法
　を学ぶ
・発達障害の特性を理解し、適切な支援方法
　を学ぶ
	【2．支援力向上（園内マネー ジメント）】
・インクル シーブ教育に関する知識
・6歳までの発達アセスメント
・カウンセリングマインド
・少人数指導や個別指導などのチ ムーティー チ
　ングについて
・園内体制の整備
・園内研修の推進（取組課題の明確化）
・障害児と家族支援（アセスメント技能）
 【3．関係機関との連携】
・乳幼児に関する関係各機関の相談窓口と役
　割の知識
・就労までの個別の支援体制の整備と参画
	【4．個別の教育支援計画立案】
・こども理解（個別ニー ズの把握）と指導
・個別の指導計画の作成・実施・評価
・個別教育支援計画の作成・実施・評価
・移行支援計画の作成・実施・評価
本学が平成22年度に実施した領域横断的カ
ンファレンス・プロジェクト（山下ほか 2011）では、
「専門職はケ スーから学ぶ」という課題にたどりつ
いた。困難事例について、支援現場が外部の専
門職者からスー パ バーイズを受ける際には、対象と
なる子どもの日常をどのくらい理解し、外部専門職
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者にどのように伝える事ができるかが、重要な鍵を
にぎる。各園に配置される特別支援教育コーディ
ネー ター は、様 な々ケー スを重ねてきた第3段階（シ
ニアスタッフ）として、更にスキルアップのための研
修を重ねていくことが重要になる。
3）個別教育支援計画の立案と体制整備　
平成20年3月告示の幼稚園教育要領（文部
科学省 2008）や小中学校学習指導要領（文部
科学省 2008）において、障害のある幼児児童生
徒の指導については、「個別の教育支援計画」や
「個別の指導計画」を作成することにより、個々
の障害の状態に応じた指導内容や指導方法の
工夫を計画的、組織的に行うことが明記された（表
4）。平成20年3月告示の保育所保育指針（厚生
労働省 2008）においても、同じく「個別の指導計
画」が明記されている（表5）。
支援の目標として、障害のある子どものニーズ
は、医療、保健、福祉、教育、労働等の様 な々観
点から生じうるものである。これらのニ ズーに対応
するために、一人ひとりを取り巻く関係機関、関係
者等と協力して、的確な支援を実施するための適
切な目標を設定する必要がある。このとき、保護
者は重要な支援者の一人であることから、積極的
な参画を促し、その意見を聞いて、支援の目標を
設定することが重要である。
県内教育委員会宛アンケ トーQ27の回答と、
健康福祉行政部局宛アンケ トーQ8の回答から
保育所・幼稚園の個別教育支援計画の立案状
況のまとめると、表6・表7のとおりの結果であった。
両部局の回答のそろった14市町の回答を対象と
している。表6・表7の結果から、教育委員会・健
康福祉行政部局（保健師）双方の保育所・幼稚
園への関わり方や受け止めに、違いがあることが
わかった。保健領域には、出産時から子どもと母
親に関わるセンター型・巡回訪問型の相談支援
体制がある。また、今回の調査から14市町中の
13市町（92.8%）の教育委員会で、誰でも受けら
れる乳児期（0歳）からの早期相談体制があり、気
がかりのある子どもの早期発見のための対策は
全市町村で行われていることがわかった。しかし、
両者の保育所・幼稚園との連携は、個別の教育
支援計画立案状況把握において差異があり、「わ
からない」が多かった。
このような現状の中で、表8に示すとおり「保育
所・幼稚園で個別教育支援計画立案をする上
で必要なこと」についての複数選択回答では、教
育委員会・健康福祉行政部局ともに、「養成段階
での専門性向上」にあわせて地域連携の重要性
を指摘し、「個別の教育支援計画立案をサポ トー
する地域ネットワーク組織の設置」「小学校の特
別支援教育と保育所・幼稚園の交流」が大きな
ポイントとなると指摘していた。保育現場は行政が
行う相談内容や支援内容を十分に理解した上
で子ども一人一人の実態や教育的ニ ズーを把握
し、「個別教育支援計画」を作成していかなけれ
ばならない。両部局ともに、個別教育支援計画立
案には、保育所・幼稚園が地域の関係専門機
関のサポ トーを受けつつ、支援をつなげていくため
の基本を踏まえることが必要、と認識されていた。
平成17年の発達障害支援法施行以後、発達
障害の早期発見・早期支援に対する取り組みに
ついては、全市町村の教育委員会・健康福祉部
それぞれが新たな取り組みを行い、充実を図って
きている。島根県教育庁特別支援教育課は、今
年度から早期からの教育相談・支援、就学支援
表4　幼稚園教育要領より
　障害のある幼児の指導に当たっては、集団の中で生活する
ことを通して全体的な発達を促していくことに配慮し、特別支援
学校などの助言又は援助を活用しつつ、例えば指導について
の計画又は家庭や医療、福祉などの業務を行う関係機関と連
携した支援のための計画を個別に作成することなどにより、個々
の幼児の障害の状態などに応じた指導内容や指導方法の工
夫を計画的、組織的に行うこと。
表5　保育所保育指針より
　障害のある子どもの保育については、一人一人の子どもの発
達過程や障害の状態を把握し、適切な環境の下で、障害のあ
る子どもがたの子どもとの生活を通して共に成長できるよう、指
導計画の中に位置付けること。また、子どもの状況に応じた保
育を実施する観点から、家庭や関係機関と連携した支援のた
めの計画を個別に作成するなど適切な対応を図ること。
20 障害児発達支援における人的環境の課題　山下由紀恵、山尾淳子
及び就学後の適切な教育及び必要な教育支援
の充実を図るため、各市町村の教育委員会、福
祉・保険部局に働きかけ、ともに研修、情報交換
を行っている（平成26年度市町村における早期
からの一貫した支援に係る担当者会議）。この会
議では、島根県健康福祉部健康推進課・障害福
祉課が乳幼児期の発達障害の早期発見・早期
支援のアンケ トー調査を行った結果、島根県内
で、①問診項目の見直しまたは追加　②保育所
や関係機関等の連携強化　③４歳以上の年齢
の健診開始　④健診の手引きやマニュアル作成　
⑤1歳半健診後のフォロー 教室　その他、健診へ
の保育士配置で行動観察、ミニ療育の開始等の
様 な々取り組みが行われていることが報告されて
いる。さらに島根県では、近年新たな課題である
発達障害、児童虐待、育児支援等のスクリー ニン
グのための「1歳半健康診査マニュアル」の作成
が、平成27年度活用に向けて進んでいる。
本学が平成19年〜21年度に実施した「周産
期からの子育て支援拡充に向けた専門職再教
育プログラムの開発」においては、乳幼児の発達
スクリー ニング、アセスメント、さらに効果的な個別
の支援を計画立案できることによる保護者支援、
等の職能を高める目的で「早期発達支援コー ス」
が構成された。基礎課程受講者は858人、専門
課程受講者は181人の中で、基礎課程修了者
の59.0％は保育士・幼稚園教諭の保育系免許・
資格者で、ついで保健師・助産師の免許資格
者が21.4％であった。さらに専門課程の修了者
は保育系が65.4％という結果から、保育現場の
専門職の研修ニーズの高さが伺えた（山下ほか 
2010）。
今回調査の回答では、表8のとおり、地域の人
的環境整備として「個別の教育支援計画立案を
サポ トーする地域ネットワーク組織の設置」と「小
学校の特別支援教育と保育所・幼稚園の交流・
連携」の重要性が指摘された。この領域での専
門職資質向上に資する現場研修プログラム開発
を促進し、保育所・幼稚園の特別支援教育コー
ディネーター が保健領域と教育領域をつなぐ地域
ネットワーク上での専門性を獲得することで、島根
県の障害児発達支援のための人的環境はかなり
改善されると思われる。今回の調査を踏まえ、しま
ね地域共生センターの履修証明プログラム開設
に向けて、図6のような暫定案の検討から、開発を
進めていきたい。
表6　14市町の「保育所」における教育支援計画立案
教育委員会
健康福祉
行政部局
80％以上立案 4 6
50％以上80％未満立案 1 0
20％以上50％未満立案 1 1
20％未満 0 0
立案していない 0 2
わからない 6 5
　　　　　　　　　　　　　　数値は市町数
　　　　　　　　　　　　　　網掛けは5市町以上を示す
表8　14市町回答による「個別の教育支援計画」立案の
ために必要なこと（数値は市町数、網掛けは5市町以上
を示す）
教育委員会
健康福祉
行政部局
大学等の保育士・幼稚園教
諭の養成段階での保育相談
支援の専門性向上
7 7
保育士・幼稚園教諭の保育
相談支援の研修後の専門資
格の創設
3 4
個別の教育支援計画立案を
サポ トーする児童発達支援セ
ンター の設置
4 4
個別の教育支援計画立案を
サポ トーする地域ネットワーク
組織の設置
8 9
小学校の特別支援教育と保
育所・幼稚園の交流・連携
11 7
その他 2
表7　14市町の「幼稚園」における教育支援計画立案
教育委員会
健康福祉
行政部局
80％以上立案 2 1
50％以上80％未満立案 0 0
20％以上50％未満立案 1 1
20％未満 0 0
立案していない 0 0
わからない 5 4
　　　　　　　　　　　　　　数値は市町数
　　　　　　　　　　　　　　網掛けは5市町以上を示す
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図6　保育所・幼稚園の特別教育支援コーディネーター 育成のための
障害児保育支援研修カリキュラム（案）　
区　　　　分 目　　　　的 項目 内　　　　容
障害等の特性の理解
発達や障害全般に関する基本的な知識
を習得する
1 ・発達に関する正しい知識（発達検査内容の把握）
2 ・早期からの教育相談・支援のしくみ
3 ・病児・障害児の育児支援体制
4 ・早期の障害の特性を理解し、適切な支援方法を学ぶ
5 ・発達障害の特性を理解し、適切な支援方法を学ぶ
支援力向上
（園内マネージメント）
特別な支援を必要とする子どもに対する保
育士・幼稚園教諭の役割
6 ・インクル シーブ教育に関する知識
7 ・６歳までの発達アセスメント
8 ・カウンセリングマインド
9 ・少人数指導や個別指導などのチ ムーティー チングについて
10 ・園内体制の整備
11 ・研修の推進（取組課題の明確化）
12 ・障害児と家族支援（アセスメント技能）
関係機関との連携
医療、保健、福祉、労働等の関係機関と
の適切なネットワーク形成のために
13 ・乳幼児に関する関係各機関の相談窓口と役割
14 ・就労までの個別の支援体制の整備
個別の教育支援計画立案
個別の指導計画・個別教育支援計画の
作成・実施・評価方法
15 ・こども理解（個別ニー ズの把握）と指導
16 ・個別の指導計画の作成・実施・評価
17 ・個別教育支援計画の作成・実施・評価
18 ・移行支援計画の作成・実施・評価
22 障害児発達支援における人的環境の課題　山下由紀恵、山尾淳子
